
【記載例】建設業許可申請書（様式第１号）

１．す　る
２．しない

資本金額又は出資総額 法人番号

１．法人
２．個人

建設業以外に行つている営業の種類

１．有
２．無

旧許可年月日

連絡先

所属等 氏名 電話番号

ファックス番号

総務課 新潟　一郎 025-285-5511

025-285-3572

第 日

役員等、営業所及び営業所技術者等（建設業法第７条第２号に規定する営業所技術者及び同法第15条第２号に規定する特定営業所技術者をいう。以下同じ。）につ
いては別紙による。
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許可 （ 号

（１．大臣許可→知事許可　　２．知事許可→大臣許可　　３．知事許可→他の知事許可）
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3 5 6 10 15 20

- 5 5 1電 話 番 号 0 2 5 -
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主 た る 営 業 所 の
所 在 地

１ １ 新 光

１

20

1 5 1 0 新潟県

－ 1

3 都道府県名
主 た る 営 業 所 の
所 在 地 市 区 町 村
コ ー ド

3 5

3

代 表 者 又 は
０ ９

個 人 の 氏 名

3 5 10
支配人の氏名

新 潟 太 郎

ガ タ タ ロ ウ代 表 者 又 は 個 人
の氏名のフリガナ

０ ８ ニ イ
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）
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申 請 時 に お い て
既に許可を受けて
い る 建 設 業
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０ ５

3 5 10

ガ 塗 防 内 機 絶 解
許 可 を 受 け よ う

０ ４ 2 2
と す る 建 設 業

土 建 大 左 と 石 屋 電 管

）
期間の調整

許可の有効
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025-285-3572

）
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令和　○　年　○　月　○　日

 地方整備局長

新潟市中央区０ 市区町村名

新潟市中央区新光町４－１

 北海道開発局長

新潟県知事 殿 申請者

新潟県庁建設株式会社

代表取締役　新潟太郎　　　　　　　　

　行政庁側記入欄には何も記入しないこと

様式第一号（第二条関係）

建　設　業　許　可　申　請　書
この申請書により、建設業の許可を申請します。
この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

（用紙Ａ４）
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建設業以外の事業（不動産賃貸業、除雪業務等）の売上がある場合は「１」とし、
当該事業の種類について「建設業以外に行っている営業の種類」欄に記入

申請書の提出日を記入（他

の様式ついても同様）

更新申請の際、複数の許可日があり、許可日をまとめる
場合は「１」、まとめない場合は「２」を記入
※申請区分が「７」～「９」の場合は「１」になります。

このとき、許可の有効期間は般特新規又は業種追加の
許可日にまとまり、元々有していた許可の有効期間が
変わります。「１」又は「２」を記入

１：一般建設業許可を申請する場合
２：特定建設業許可を申請する場合

新規、許可換え新規、更新 → 対象業種を全て記入
業種追加、般特新規 → 追加又は新規業種のみを記入

新規申請、許可換え新規は記入不要

※各カラムへの記入方法については、
注意事項を確認してください。


